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・優先車②は、初期速度を 10 ~ 60[km/h]まで 2.0[km/h]
刻みとした。また、出現位置は上記範囲で初期速度を

決定した後、支援対象車との衝突余裕時間が 35[s] （本

条件で支援対象車との衝突の可能性がある出現タイミ

ングを確保）となるような位置とした。 
・優先車①は、支援対象車が一時停止線で必ず停止する

行動を考慮して支援対象車の前方を確実に通過させる

ために衝突余裕時間が 10[s]となる位置に出現させた

（初期速度は、優先車②と同じ）。 
６．２．効果評価 
図３に当該支援システムの普及率に対して推定され

る衝突発生件数の推移を示す。図中の各線は GPS に測

位精度毎の同推移である。 
当該支援システムが完全に普及した場合（100%）、

GPSの測位誤差が 15[m]以下であれば、これが導入され

ない場合（0%）に発生する衝突件数を約 82%削減でき

る可能性が確認された。一方、測位誤差が 30[m]となる

と、衝突件数を 18.4％程度しか削減できないことも確認

され、測位誤差が 15[m]～30[m]の間で事故の削減効果が

大きく低下する可能性が示唆された。さらに、測位誤差

が 15[m]以下の場合でも普及の途中段階で一時的に衝突

件数が増加する可能性があることも確認された。これは、

普及の途中段階では、当該支援システムを搭載する支援

対象車に非搭載の優先車②が接近時する（支援は提供さ

れない）状況が発生し、支援対象車のドライバが、支援

が行われないことで「接近する優先車はいない」と思い

込み、事故が発生する件数を考慮したためである。今回

の評価は、上記の状況で思い込みが 100％発生すること

を想定しており、この想定が評価の前提であることを十

分考慮する必要があるが、普及率が約 75％を越えない

と当該支援システムの事故削減効果が現れない可能性

が確認された。 

 

図３ 評価結果 

７．まとめ 
本報告では、予防安全支援システム効果評価シミュレ

ータASSESS のドライバモデルのアルゴリズム、設定及

び効果評価方法を見直し、通信利用型出会い頭衝突防止

支援システムの効果評価を行った。その結果、当該支援

システムが完全に普及することによって、今回設定した

評価条件においてもその有効性が確認された。特に、

GPSの誤差が15[m]以下であればその効果が顕著に表れ、

10[m]以下であれば、衝突件数を数件にまで削減できる

可能性があることが確認された。その一方で、思い込み

の発生を前提とした場合、本評価では、GPSの測位誤差

が無い場合でも普及の途中段階で一時的に衝突件数が

増加する可能性があることも確認された。これは、普及

時には、思い込みの発生が事故の発生に大きく影響を及

ぼす可能性が示唆されたものであり、普及の途中段階で

は、この思い込みを発生させないための教育や何らかの

支援といった工夫が重要であると考えられる。 
今後、さらに評価精度を上げるためには、ドライバモ

デルの精緻化が必要であり、被験者実験データの拡充が

必要であると。また、出会い頭事故が起こる状況は、今

回設定した交通環境以外にも考えられ、そのような環境

での評価が必要である。加えて、本結果は、支援の内容

によって変化する可能性があり今後検証が必要である。 
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③ マクロデータによる高齢者単独事故の特徴分析 
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１．まえがき 
我が国において、総人口に占める 65歳以上の高齢者

の割合は25%を超えるに至っており（2013年データ）、

交通安全の観点からも高齢者対策を進める必要がある。

高齢者の交通事故に関しては、歩行者として死亡事故

に至ることが多いことに加え、自動車運転に関しても

ドライバの死者数の約 40％を高齢者が占めている(1)。 
この点に関し、著者らは既に高齢ドライバの問題点

を明らかにしてきた(2, 3)。高齢ドライバに関しては他の

年齢層と比較して事故のリスクが大きく、また、事故

類型別にみると単独事故を特に起こしやすいことを明

らかにしている。さらに、高齢ドライバに関して発作・

急病との関連で解析も行っている(4, 5)。本稿では、高齢

者の単独事故に関してさらに解析を進め、車種別の事

故状況とその理由を考察する。 
2. 車種別の単独事故の特徴 

2.1 解析概要 

本稿で使用したデータは、（公財）交通事故総合分

析センターの 2013 年データ（23,081 件、うち死亡件

数は 1,020 件）である。年齢群として 16－24 歳、25
－34 歳、35－44 歳、45 歳－54 歳、55 歳－64 歳、65
歳－74 歳、75 歳以上の 7 群に分けて解析を行う。 

 
図 1 車種別の死亡単独事故件数 (2013 年) 

 
車種別について、乗用車（大型、中型、普通）、貨

物車（大型、中型、普通）、軽自動車（軽乗用車、軽

貨物車）、二輪自動車、原付自転車、自転車の 6 種類

に集約して、それらの死亡単独事故件数を年齢層別

にみると（図 1）、高齢になるにつれて軽自動車によ

る件数が顕著に増加する。従って、高齢ドライバに

関しては、軽自動車運転時の問題を特に検討する必

要があることがわかる。 
2.2 運転頻度を考慮した軽自動車の事故の起こし

やすさ 

軽自動車そのものが事故を起こしやすいかどうか

について運転頻度を考慮して解析した。本稿では、

運転頻度を考慮するために被追突事故件数を媒介変

数として導入する。被追突については、事故類型「追

突その他」、衝突部位「後面」、行動類型「駐車、停

止」、かつ、その事故に関する違反のないものとする。 
 

 
図 2 被追突件数を基にした解析方法の概念図 

 
図 2 に示す中で、コントロール群はある年齢層（例

えば 75 歳以上、以下、この年齢層を例にして説明）

の乗用車が関係する事故件数、解析対象群は同年齢

層の軽自動車が関係する事故件数である。今回は乗

用車と比較して軽自動車の単独事故の発生しやすさ

について検討することになる。 
図中のaxは75歳以上のドライバが乗用車を運転し

ていて追突された件数、bxは同年齢層のドライバが

乗用車を運転していて単独事故を起こした件数であ

る。解析群の ayは 75 歳以上のドライバが軽自動車を

運転していて追突された件数、byは同年齢層のドラ

イバが軽自動車を運転していて単独事故を起こした

件数である。これより、正規化比率 rを以下のよう

に求める。正規化比率が高いことは事故の発生リス

クが高いことにつながる。 

xy

yx

ba
ba

r

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 ・・・(1) 



－ 90 －

各年齢層について、乗用車に対して軽自動車を運転

することにより単独事故の発生リスクが大きくなる

かどうかを検証すると（図 3）、高齢になるにつれて乗

用車と比較して軽自動車の場合に比率が高くなり、65
～74歳の年齢層では1.41、75歳以上の年齢層では1.91
となった。他の年齢層においては 1 あるいはそれ以下

であるので全体に軽自動車を運転することによる単

独事故の危険性は高くないものの、高齢者が軽自動車

を運転する場合には高い結果となった。 
 

 
図 3 乗用車に対する軽自動車の単独事故の起こし

やすさに関する正規化比率 
 
この傾向が単独事故特有のものかあるいは他の事

故類型についても成り立つのかを調査した。年齢層

として65歳以上の高齢ドライバを取りあげて事故類

型によって乗用車に対する軽自動車の事故のリスク

が高くなるかどうかを検討した。事故類型の例とし

て人対車両の事故を取ってみると、図 2 中の ax は高

齢ドライバが乗用車を運転していて追突された件

数、bx は高齢ドライバが乗用車を運転していて人対

車両事故を起こした件数である。解析群の ay は高齢

ドライバが軽自動車を運転していて追突された件

数、by は高齢ドライバが軽自動車を運転していて人

対車両事故を起こした件数である。 

 
図 4 乗用車に対する軽自動車の事故類型別の事故

の起こしやすさに関する正規化比率 
 

各事故類型について正規化比率を求めたところ

（図 4）、全事故類型の場合には正規化比率は 0.98 で

あって、高齢ドライバであっても乗用車と比較して

軽自動車に乗車することが全体の事故のリスクを高

めることにはならないと考えられる。他の事故類型

をみても軽自動車を運転することが高いリスクには

つながらない。しかし、単独事故に関しては特に 1.74
と高い値を示し、軽自動車に高齢者が乗車した場合

に単独事故のリスクが高くなると推測される。 
以上のことより、一般に乗用車と比較して軽自動

車が事故の危険性が高いということではなく、高齢

者が軽自動車を運転するときに単独事故を起こす可

能性が高くなるという限定された結果となる。高齢

者は軽自動車を使用することが多く(6)、また、交通環

境として他車両の少ない地域で使用しているためと

推測される。 
3. ま と め 

高齢者の単独事故に関しては軽自動車運転時の件

数が多い。この点に関し、運転頻度を考慮した事故

の起こしやすさを解析したところ、軽自動車そのも

のが問題というよりは、高齢者は軽自動車を使用す

ることが多く、また、交通環境として他車両の少な

い地域で使用しているためと推測された。 
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④ ニアミス事象における車両対自転車の接近状況について 
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１．はじめに 

2014 年の我が国の交通事故死者数は 4113 人であり、

その中で歩行中の死者数は 1498 人（37%）と最も多く 1)、

全死者数のうち歩行中の死者数の占める割合は近年増加

の傾向にある。更に、自転車乗員の死者数は540人（13%）

で、歩行中死者数を合わせると交通弱者（歩行者、自転

車乗員）は約 50%を占める。このような状況から交通弱

者への対策はきわめて重要な課題であり、我が国では、

歩行者保護対策として車両のボンネットを対象に歩行者

頭部を保護するための技術基準が2005年に導入された。

さらなる交通事故死者数の低減には、自転車乗員事故へ

の対策も必要と考えられる。しかし現在、自転車乗員保

護のための車両に関する技術基準は存在しない。 
他方、交通事故を大幅に減少させるためには、事故を

未然に防ぐ予防安全対策の技術が必要とされる。現在、

自動車に装着されたセンサーで歩行者や自転車乗員を検

知し、警報やブレーキ制御をかける安全装置の普及も有

望と考えられ、一部実用化されている。このような予防

安全装置を開発、または保護性能を詳細に評価する場合、

事故の特性を把握する必要がある。ただし、実事故から

の調査可能なデータは限定されるため、実事故より多く

発生するヒヤリハット（以降、ニアミスと呼称する）事

例を調べることが重要と考えられる。ニアミスデータは

車両に搭載したドライブレコーダより取得できる。そこ

で本研究では、ニアミスデータの有効性を明確にするこ

とを第一の目的とし、車両と自転車との接近状況につい

て、ニアミスと事故の特徴を比較する。次に、予防安全

装置の開発及び保護性能評価に必要となる物理的な衝突

予測時間（Time to Collision）（以降、TTC と呼称する）

を明確にすることを第二の目的とした。分析では、車両

前方に自転車が現れた際の「車両と自転車との距離」と

「車両走行速度」を調査することで TTC を求めることと

した。なお、ニアミス事象の分析では、公益社団法人自

動車技術会が保有するヒヤリハットデータベースを使用

した。 

２．車両と自転車の接近状況 

 公益財団法人交通事故総合分析センターでは、1999
年から 2003年に日本で発生した車両対自転車乗員の死亡

事故の車両と自転車の接近状況について調査している 2)。

その調査結果では、車両が直進中に自転車が道路を横断

する事例が 83%（青壮年）、90%（高齢者）と大部分を

占めることから、車両直進時の車両と自転車の接近状況

が報告されている。そこで、ここでは車両が直進する事

例に着目し、図 1 に示すように車両の移動方向に対し自

転車が横断する場合について単路を (A)、交差点を(B)、
車両の移動方向に対し自転車が平行に移動する場合を 
(C)として、接近状況を分類した。 
 

C
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C C
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車両の進行方向に対し平行に移動C

A B

B B
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図 1 車両と自転車の接近 
 
 車両と自転車との接近状況について、自転車乗員が死

亡した交通事故 2818 件 2)と、ニアミス事象 229 件を比

較した結果を図 2 に示す。死亡事故・ニアミス共に、昼

夜を問わず、車両が直進し前方の路上を自転車が横断す

る事象が最も多かった。このような結果から、ニアミス

データは事故状況を把握する上で活用可能であると考え

られる。そこで次節では、車両が直進中、自転車がその

車両前方から横断するニアミスデータ 166 件を使用し、

両者接近時の詳細状況を把握する。 


